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Ⅳ.石 ･粘土 ･ガラス商品製作者 (3業種 37-45)
V.建設手工業者 (7業種 46-62)



















































































































































































































































































12 調査と研究 第24号 (2002.4)
工場 お よび主 に大取 引の ために活動 している営業施設 (プロイセ ン王 国)
分 野 と 業 種 設 備 就 業 者 欄




1- 4a)羊毛1.手枕 き作業場2 紡毛糸 .半羊毛糸 (ヴイクー
ニヤ)紡績工場 ○ ○ ◎ 5- 93.枚毛糸紡績工場
〇
〇 ○ ◎
◎ 10-145 8b)絹1.絹巻き揚げ施設2 糸緩 り工
場 ○ ○ ◎ 19-2223 7C)木綿1.機械紡績工
2.詰め締 .ランプ芯
工場 ○ ○ ◎ 28-3132 5d)亜麻,麻糸,麻
層1.亜麻 と麻糸製造施設2 糸 .麻糸 .粗麻糸紡績工場 ○
36-42e)羊毛 .木綿 .亜麻からの撚糸,編物糸,刺繍糸,縫糸用工場 ○ ○ ◎ 43 6
Ⅲ.織物-,布
地-,リボン商品マニュファクチャー ○ ○ ○ 47-49A.自前用と貸
金用のための稼動織機1.棉 .半絹2 羊毛 .半羊毛 ○ ○ ○ 5
0-523.亜麻布 ○ ○ ○ 53 5
4.木綿と半木綿 ○ ○ ○ 56-58
5.靴下製造 ○ ○ ○ 59-616 リボン織 (亜麻布,木綿,羊毛)
○ 62-647.その他すべての織物 ○ ○




2.その他の羊毛 と半羊毛布地用工場 (令 .ショールと械 ○ (D ○ ◎ ○ 77-8283 5也
十3.晒布工場b)木綿と半木綿布地用 ○ 86-91C 亜麻布用
① ○ ◎ 92-97d)棉 .半絹 .ビロー ド.絹帯 .ビロー ド帯商品用 ○ Jl
◎ 98-103e)ショール用 ○ (D ○ 104 9f リボン,打ちひも,結びひも,装飾品,組みひも,布ボタン用 ① 10 15
g)織機用 ○ (D ○ ◎ 116-121h 靴下商品用 22
27i)チュール,レース織,レース用 (令 .レース編み) ○ ①
① ○ ◎ 128-13334 7C.漂白工場,染色
工場,捺染工場,光沢仕上げ施設a)漂白工場1.撚糸漂白と撚糸煮沸2 布地
白と漂白用光沢仕上げ ○ ○ ◎ 138-14142 5b)染色工場1. トル
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Ⅲ.金属生産 168-177a)鉄工場 (炉の6区分別) ○ ①
○ ◎b)針金工場 ○
178-181C)銅工場 (炉の4区分別) ○ (D
○ ◎ 182-189d)鉛 .銀工場
○ ○ ◎ 190-193e)亜鉛工場 4
97f)銅工場 ○ ○ ◎ 1
98-201g)裏鉄工場 ○ ○ ◎
202-205h)錫工場 ○ ○ ◎ 6 9
Ⅳ.金属商品工場 210-213
a)機械工場 ○ ○ ◎b 枕毛機工場
214-217C)麻扱き機,毛枕き機,ジャガード機,図
型,等用施設 ○ ○ ◎ 218-221d)鉄道車輪 .その他車柄工場 22
25e)秩 .ブリキ商品,等工場 ○ ○ ◎ 226-2
9f)鍋 .刃物商品工場 ○ ○ ◎
230-233g)鋳鉄工場､暖房器具 .炊事器具工場 ○
○ ◎ 234-237h)武器工場 (銃と
自刃) ○ ○ ◎ 238-241i)火薬工場,散弾 .銃弾 .雷管工
場 ○ ○ ◎ 242-245k)縫い針工場
○ ◎ 246-2491)留め針 .編物針 .鈎状 くぎ.暫め金 .髪針,等工場 ○
◎ 250-253m)金銀商品マニュファクチャー ○ ○ 4
-257n)新金 .銀工場 ○ ○ ◎
258-261o)鍋 .青銅 .真鎗商品工場 ○ ○ ◎ 62 5V.営業,
公的および家計目的用の鉱物と混合素材の調製 ○ ○
◎ 266-269a)石灰焼き工場b レンガ工場 ○ ○
◎ 270-273C)石膏粉工場,アスファル ト セメントSchlemmkreide工場 ○ ○
274-277d)コークス .ガス製造施設 ○
○ ◎ 278-281e)化学製品 .白鉛 .亜鉛華 .染料 .レーキ工場 ○
282-285f)可燃物工場 ○
○ ◎ 286-289g)香料 .芳香水 .芳香石鹸工場 ○ ○
290-293h)石油とパラフィン工場 ○ ○ ◎
294-297i)ガラス工場 ○
○ ◎ 298-301k)ガラス研磨工場 ○ 302
51)鏡工場 ○ ○ ◎ 30
6-309m)陶磁器工場 ○ ○ ◎ 310 13
n)その他の陶器工場 ○ ○ ◎ 314-317Ⅵ
.営業と家計需要用の動植物素材の調製 318
-321a)搾油工場と精油工場 ○ ○ ◎b 皮
なめし工場 ○ ○ ◎ 322-325C)製材工場
○ ○ ◎ 326-329d)炭酸カリ,等煮沸工場
330-333e)タール窯および歴青工場,松脂油 .煤工場 ○ ○ ◎ 4
7f)彩色革およびエナメル革工場 ○ ○ ◎ 338-341g)豚工場およびゼラチン工場
○ ○ ◎ 342-345h)蝋漂白工場,蝋燭 .蝋商品
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e)骨 .骨商品工場 ○ ○ ◎
374-377f)ゴム.グッタペルカ商品工場 ○ ○ ◎ 378-381g)紘 .厚紙製造,製紙工場 ○
○ ◎ 382-385h)壁紙工場,色紙と金紙工場,圧縮紙工場
○ ○ ◎ 386-389i)封蝋 .オブラー ト.羽茎 .鉛筆 .
鋼ペン工場 ○ ○ ◎ 390-393k)皮革商品 .厚紙細工 .紙入れ .名刺工場
4-3971) トランプ工場 ○ ○ ◎
398-401m)堅厚紙 .紙軟塊工場 ○ ○ ◎ 402 5n 金属 .木材 .パルプからの漆塗り商品工場,ランプ工場




○ ◎414-4189 22a)製粉工場1.水力製粉2 風
α.(ドイツ式)台付工場β オランダ式工場
○ ○ ◎423-4263.畜力製粉
427-4294.蒸気力製粉 ○ 30 32b)肉 .肉塩漬け工場,乾燥
.貯蔵食糧品施設 ○ ◎ 433-436C)澱粉 .starkesyrup.糊 .痩 .サゴ.糊精 .Leokom工場 ○
437-440d)チョコレート.代用コーヒー.チコリ-エ
ン.からし工場 ○ ○ ◎ 441-444e)タバコ.巻きタバコ工場 5 8
f)甜菜糖工場と精糖工場 ○ ○ ◎
449-452g)濃縮植物樹液 (果物,甜菜,等々)工場 ○ ○ ◎
453-456h)節 .木酢工場 ○ ○
◎ 457-460i)ビール醸造場 ○ ○ 61 4k 火酒蒸留場および蒸留施設 (含 .農業での副営業)
65-4681)シャンペン酒工場 ○ ○
◎ 469-472Ⅸ.特定分野でただ地域的あるいは局所的に硯
れてくる他の工場分野 ○ ○ ◎
473-476a)鉱水工場b チーズとバター工場 ○ ○ ◎ 7 80
C)琉王自生産 ○ ○ ◎
481-484d)ぼろ再製紡ぎ糸工場と人造羊
毛工場 ○ ○ ◎ 485-488e)松種乾燥
施設 ○ ○ ◎ 489-492f)光沢板紙工場 9
3-496g)馬尾毛製品工場 ○ ○ ◎ 497500h 排水用工場 ○ 501. 2i 絹乾燥施設
503-506k)上質石 (大理石 .瑠璃)加工工場 ○ ○ ◎
7-5101)ベルリンの給水工場 ○ ○ ○ 511
































































































































































大取引での仲買人 (貨幣 ･商品 ･船舶仲買),
保険仲介, f)小取引での仲買人,貨物発送
業 ･運輸業, g)競売人 ･代理人 ･委託販売
人 ･質屋 ･雇人賃貸人がとり挙げられ,就業関
係 ではそれぞれ に一方 の業務所有者 (Ges-
chaftsinhaber)と他方の支配人 (Factor)･店

































莱,C)銅 ･鋼 ･木版 ･その他印刷業,d)地




てのe)書物 ･美術品 ･楽譜販売業, f)古本
屋 ･骨董商,およびサーヴィス業としてのg)
貸本屋である｡ e)とf)とでは店主と支配





























































































































































































































































































































を関税同盟全領域 に対 して組織 (organiza-
tion)が十分に編成されていないことに原因で
あり,このため比較的貧弱な報告しか提供でき
なかったとしている26)｡ここでいう組織とは当
該地で営業表-の記入を担当しなくてはならな
かった行政機関の担当部局のことであると思わ
れる｡営業調査のために特別の機関が各地に設
けられたわけではない｡これまで同様,在地官
庁の一般業務の末端に位置づけられ,関税同盟
中央局から届けられた書式用紙の欄に,多くは
既成の業務資料からの転記により,一部複雑な
組織 (問屋システム)では特別の調査結果にも
とづき記入がなされていた｡この末端行政当局
の営業調査へのとり込み方,その協力姿勢に不
十分さがあり,ために充実した報告が得られな
かったというのがモルゲンロースの批判であろ
う｡ また,エンゲルは61年調査の終了後,プロ
イセン各地でどのような調査が実施されたかを
アンケート調査によって調べたという｡ それに
よると,調査方法の大部分は旧いやり方によっ
26) こうした面からみて,モルゲンロースは本来的な営業
調査は帝国形成後の職業-営業調査まで実現 しえなかっ
たとし,これまでにない規模をもったこれら2度の関税
同盟営業表ではあっても,その成果は ｢どちらかという
と貧弱であった｣ (W Morgenroth,Gewerbestatistlk,
DieStatistikim DeutSChlandmachZhrem heutigenStand,
hrsgvonF.Zahn,Bd2,MtinchenundBerlin,1911,
S218)とみる｡
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たものであるが,それが実に雑多なものである
ことが白日のもとに曝されたとしており,この
ため ｢1861年のものも含めて以前得られた数量
の信頼性と比較可能性への信用が大きく低下し
た｣とも,｢これらによって1861年に対する出
版物もまた残念ながら比較的劣った内的価値し
か有きない｣27)ともされている｡
ここで ｢旧いやり方｣というのは,既成の業
務資料によって統計報告を作成する方式を指す｡
営業調査で利用される業務資料としては営業税
記録があり,これを補完するものとしては階級
税記録がある｡19世紀90年代に入るまで,プロ
イセンの営業税は後に多くの補完や修正をとり
入れながらも,基本的には1820年税制改革の一
環として5月30日に発令された新営業税法に
拠っていた｡この税制改革は国家財政収入の安
定 ･確保をめざし,都市住民に対する消費税と
して穀物税と屠畜税を全国132都市に課し,そ
の他の小都市と農村の住民にはその代替 ･補完
物 としての階級税を直接税の形で課すもので
あった｡これは都市には間接税,農村地区には
直接税という旧来からのプロイセン税制の二元
構成を踏襲したものであり,大都市における身
分制の崩壊と多様な階級 ･階層の錯綜,農村部
での根強い身分制の残存という事実を背景にし
た税制である｡ それら両税のさらなる補完とし
て全土にまたがり,直接税の形で土地所有者に
対する地租と営業経営者に対する営業税が定め
られた｡ここで新たに営業税は納税可能な営業
のみに課せられるものであり,営業開始の前提
ではなく営業経営の結果に対する収益税の性格
をもつことになった｡これは,かつてのプロイ
セン改革の中でおし進められてきた営業の自由
化を継承するものである｡つまり1810年11月の
勅令によって,6階級に分かれた営業税 (1-
200タ-レルに及ぶ)の中から該当する額を納
め営業鑑札 (Gewerbeschein)を獲得すること
で,だれでも自由に営業を始めることが可能に
なった｡このことにより,農村部での商工業経
27) E.Engel,Nothwendigkelt,a.a0,S 172-173.
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営を禁じ,都市と農村の経済活動を分断してき
たこれまでの制度が撤廃された｡新営業税法は
営業税を鑑札入手の条件とみず,課税対象を一
定の収益をもち納税能力を備えた営業主のみに
限ることで,この営業自由化をより推進させる
ものとなる｡
20年営業税法はまず,その対象範囲を11クラ
スに分類する28)｡すなわち,｢特に富んでいる｣
とみなされた業種,A.商業権を有した商業,
B.商業権なしの商業,C.旅館 ･料理屋 ･酒
場経営,家具つき室貸業,D.パン製造業,E.
屠畜業,F.ビール醸造業,G.火酒蒸留業,
H.手工業,∫.製造業,K.船舶運輸業,荷
馬車運輸業 ･貸馬業,L.巡回営業,がとり挙
げられる｡ 次に,営業での ｢需要に対する殺到
度｣を人口規模によって秤量できるとし,全国
を4地区に区分する｡すなわち,1.10大都市,
2.住民6000人以上の133都市,3.最低1500人
の住民を有する355都市,4.その他すべての都
市と農村,である｡ この業種クラスと地区々分
を組み合わせて,上のA･B･C･Hのクラス
においてはそれぞれに1-4段階の,またD･
Eのクラスには地区々分 3と4に対してのみ
(地区 1と2は穀物税と屠畜税の課税対象と
なっている), 2段階の標準税率 (Mittelsatz)
ならびに最低税率が定められ,それに当該地で
の営業経営者数が乗じられることでそれぞれの
都市ならびに郡の納税総額が決められた｡さら
に,その他のF･G･J･K･Lのクラスでは,
｢外的標識｣による税率査定がおこなわれた｡
ここでいわれる外的標識というのは営業で用い
られている特徴的な原材料,動力や機械 ･装置
28) 1820年営業税法については,以下の文献を参照のこと｡
W.V.Oesfeld,DLeGewerbesteuer-VerfassungdesPreusI
sISChenStaatesin Zhrerneuesten Gestaltung,Breslau,
1877,S 9ff.,G.Strutz,DerStaatshaushaltundd2'e
FlnanZenPreuSSenS,Bd 1,4Lieferung,Berlin,1902.
S IO8111084,K.Th.Eheberg,Gewerbesteuer,Hand-
W∂rterbuchderStaatSWisSenSChaften,4 Aufl.,Bd.4,
1927,S.1070,R.Grabower,PreussenSSteuernTorund
nachBefreiungskriegen,Berlin,1932,S.551fL野津高次
郎 『猫逸税制発達史』有芳社,1950年,109-111ページ,
佐藤進 『近代税制の成立過程』東大出版会,1965年,
241-242ベーン｡
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のことであり,その種類と数量によって税額が
決められることになった｡例えば,F.ビール
醸造業では麦芽,G.火酒蒸留業ではひき割り
(塞)の消費量が課税標識に採られている｡ こ
うしたものが営業表作成と強く関連する記録と
いうことになる｡
この点につき,いま少し詳しくみてみよう｡
上記のJクラスには製粉業 (Milerei)とその
他の製造工場 (Milhlenwerke)が一括されて
いる｡ 製粉業ではこれが使用動力別に,水力製
粉ではひき臼,風力製粉では工場の構造 (ドイ
ツ式/オランダ式別),畜力製粉ではひき臼1
台分,蒸気力製粉では使用機関の馬力が査定基
準におかれている｡ また,搾油工場では圧搾機,
製材工場では鋸枠が標識に採られている29)｡さ
らに,Kクラスにある船舶運輸業では船の積荷
能力 (単位 ラスト),陸上運輸では馬匹が外的
標識とされている｡ これらの標識については具
体的数量が当該営業体ごとに調べられ,課税台
帳に記録されることになる｡ 工場表にある上の
一連の業種で採られた分類標識と対比すれば,
この課税記録にある項目がそのまま営業表の記
載事項に転化していることが理解できる｡ 課税
のための査定項目の多くが統計表の表示項目に
リンクしており,従い営業表の表示内容という
のは営業税台帳にある記録によって基本的に制
約されたものといわざるをえない｡
さらに,業種クラスのひとつにH.手工業が
ある｡ ここで手工業の課税対象は単に賃金のた
めかあるいは注文に応じて働くのではなく,完
成品の在庫 (Lager)をもち成人の職人または
徒弟を2人以上かかえている層に限定されてい
る｡手工業については就業者が問題であり,そ
の物的側面 (製造場や使用動力,機械 ･装置)
は不問にされており,またなによりも問題なの
は多くの零細業主- 特に副業として営まれて
いたり,織機2台以下の織物業は免税対象とさ
れる- や職人 ･徒弟をもたない自営業者層が
29) ただし,関税同盟営業表ではこの搾油工場での圧搾機,
製材工場での鋸枠種についての表示項目は採用されてい
ない｡
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この記録には上ってこないことである｡ プロイ
センの,また46年関税同盟の手工業者表にみら
れた偏った表示内容はここに原因をもつもので
あり,また手工業者層を全体的に網羅すること
は当初から不可能となっている｡ ここに人口調
査による職業 ･生業関係項目で把握された数量
と営業表でのそれとの大きなズレの発生する原
因がある｡46年調査時にザクセンでみられ,エ
ンゲルを驚惜させた営業調査と人口調査それぞ
れにおける就業者数量の大きな乗離がそれであ
る｡ この住民リストは営業調査では利用されな
かった｡
営業税率の査定は当該都市の納税協会と農村
部での郡庁によっておこなわれ,行政当局には
個々の納税者の割当て分が記載された台帳が保
存されることになる｡ 中央から在地当局に降り
てきた営業調査用の書式用紙-の記入はこの記
録資料にある数量を転記することで済む｡もと
もと書式そのものが営業税記録にあわせて作成
されていたと思われる｡つまり,営業表という
のは営業経営を種類 ･規模にかかわりなく悉皆
把握するものではなく,各地に特徴的で課税対
象になりうる営業体を課税査定項目において捕
捉した結果をそのまま統計資料に転用したもの
であった｡この結果,営業表の内容は終始この
税記録の内容によって規制され,その枠をこえ
ることはできなかった｡しかし,この記録はあ
くまでも税務行政用のものであり,従いその悉
管 (網羅)性や記載事項からみて,集団の規模
と特徴を把握するという観点-統計的観点に照
らした場合,不十分な点を多くかかえざるをえ
ない｡経済学的また統計的にみて有意義な標識
の多くを税務記録に求めることには初めから無
理があるからである｡
これらのことは,旧プロイセン時代からの歴
史をもつ営業表ではあるが,作成様式と資料源
のいずれにおいてもその限界につき当たり,磨
史的使命の点で,その終葛段階をむかえつつあ
ることを意味する｡ 重商主義政策のもと各地で
の代表的な商工業施設を捉えその育成を計る,
またなによりも営業税の徴収対象を確定する,
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こうした政策日的用の基礎資料獲得のために実
施されてきたのが営業調査であった｡この性格
を19世紀半ばまでも引きずってきたのがプロイ
セン営業表なのである｡ これを社会的集団の規
模と水準,構成と変化に関する信頼性と正確性
をもった数量把握とみなすわけにはゆかない｡
関税同盟というプロイセンの枠をこえた広域 ド
イツを対象範囲にした営業表ではあったが,枠
の拡大は内容を改革する契機とはなりえなかっ
た｡
あ わ りに
商工業での経済構造を把握するうえで,プロ
イセン営業表の枠組みでは対処不能である｡ こ
のことを初めて立証したのが46年営業表であっ
た｡15年の間隔をおいて作成されることになっ
た61年営業表にこの面での改革が望まれたこと
ではある｡1854年のミュンヘン案はそれを少な
からず志向したものであったが,大きく後退し
た形で実際の61年営業表作成を迎えなくてはな
らなかった｡61年表にもいくつかの部分的改善
の跡 (3部門分割や工場部門での就業関係描
写)はあるものの,作成様式の基本はプロイセ
ン営業表のそれを踏襲したものに終わっている｡
この営業表は,そもそもの構図からして一国住
民全体の職業統計とも営業全体の産業統計とも
なりえなかった｡粗生産や非営利的部門を当初
から排除することで,商工業,特に製造業を調
査の主対象におきこれを手工業と工場という
別々のカテゴリーによって整理しようとした｡
ここから,同じ工業生産を担う営業を対象にし
ながら,前者では就業関係,後者では物的設備
面へとその調べる方向に二義性が出てきてし
まった｡2度の関税同盟営業表で工場部門にも
就業関連事項をとり入れたことで,わずかなが
らこの面での前進はあった｡しかし,これも抜
本的な改革をひき起こす契機とはならなかった｡
営業表にあるこの二義性をとり除き,確実で
信頼できる資料源を確保しない限り,職業統計
にせよ産業続計にせよ,営業統計の十全な展開
は望めない｡61年営業表は改めてこのことを確
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認させた｡当のプロイセン統計局もエンゲルを
その指導者に迎えた1860年代以降にはこの点を
明確に自覚させられることになった｡
一国の経済統計として営業表を変革してゆく
途は,まずすべての営業経営に対する悉皆調査
を実施してゆくことに始まろう｡ これにはさら
に2つのやり方がありうる｡ ひとつは,初めか
ら営業調査に限定し,各地での在地当局が商業
会議所や工場委員会,農業団体と協働するもと,
経営体 (単位)の事前の確認 (照査)を入念に
済ませ,経営をくまなく枚挙し,その産業別 ･
経営形態別分類,そしてその物的 ･人的構成を
調べてゆく方向である｡ これは既述のエンゲル
の場合には工業統計において追求しようとして
いたものである｡ いうならば,農業,工業,商
業 ･流通業,サーヴィス業,等々の個別産業統
計の開拓 ･確立ということになろう｡そして次
にあるのは,より入念でまた労力を要するがし
かし実際にも採用されてゆくことになる職業=
営業調査の方向である｡これは,①まず全世帯
を対象にした世帯構成員の職業調査を実施する,
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②このうち営業経営者を選別し,当人の主宰す
る経営体の営業分野 ･種類,経営形態 ･経営内
容,物的 ･人的編成,等を別の調査票によって
調べてゆくものである｡
いずれの方向をとるにせよ,それらは世帯あ
るいは営業体に村する全数調査の形を採らねば
ならない｡根拠となる法律,照査票,調査要綱
と実施指令,個別調査票と整理 ･集計票,こう
したものをもって臨まねばならない調査である｡
このような世帯個票をとり入れることによって
全数調査を実施し,いち早く近代化をおし進め
てゆくことになるが1860年代後半以降の人口調
査であった｡これに反し,営業調査では対象把
握の複雑さに制約されこの歩みは遅々としたも
のとならざるをえなかった｡すなわち,関税同
盟統計拡充委員会での営業統計に対する根本的
な見直しに始まり,帝国形成後の第2回人口セ
ンサス時での営業調査の失敗をへて,1882年6
月の第1回ドイツ帝国職業-営業調査の成立ま
でという,爾来20年の期間を必要とするもので
あった｡
